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《論説》

イギリス土地所有権制限法制の系譜（１）

-1947年都市農村計画法より現代土地法まで－－

大澤正男
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Ｉはじめに

（１）イギリスは産業革命によって発生した都市問題・土地問題と取組んだ

最初の国である。では，イギリスにおいて形成された土地所有権とはそもそ

もどのような観念であったのか。また，それを推進したファクターは何であ



２

ったのか。これらに関連してイギリスにおける士地所有権観念を系譜的に辿

ろうとする場合，土地法制との関連において，これを探る方法が考えられ

る。それはダイシー（ＡＶ・Dicey）が，その名著"Lawandpublicopinionin
（１）

England"のなかで述べているように，制定法と市民の法意識との間にI土著

しい食い違いは無いというイギリスの立法的世論の特質が存するからである。

従って，土地所有権観念を把握するには土地法制を中心に検討することが必

要であると考える。

（２）ところで，イギリス封建法における土地所有権は，大陸法系のそれと

出発点を異にし，士地は国王より臣下に，臣下より小作人に付与され，役務

の種類に従いあるいは付与された人により，異なった方法・形態で保有ざ
（２）

れた゜すなわち，保有条件（tenure）には階級的に無制限|こ士地を有する場

合のfreehold（自由土地保有権）と制限的にある種の農民が士地を有する場

合のcopyhold（謄本保有権）とが存在し，総じてイギリス不動産法では，士

地の権利者の死亡と共に消滅するestateforlife（生涯権）が原則とされた

のである。以上のほか，借地権たるleaseholdという不動産物権が存した。

従って，イギリス土地法はTenureによって士地所有の性格が違うので体系

も論理も法範嬬も大陸法とは非常に異なっており，特に近代土地所有制は，

その保有の程度によって性格が違うので，土地所有権観念の正確な把握は困

難である。それは，１つにはノルマン征服（NormanConquestlO66年）

以来，ローマ法を直接継受するという方法を採らず，領主（lord）と領民

(tenant）との関係を基礎として形成された封建的土地保有の基本構造

(tenureandestate）を長い過程の中で漸次，連続的に市民社会法的なものに

変貌させるという方法を採ってきたからともいえる。

（３）封建法における多様な土地所有形態は不動産取り引きを錯雑にしてい

たので，これを単純化・近代化するため動産法と同化させるべく立方が試み

られ，1922年より２度の修正を経て，1925年LawofPropertyActを中心と
（３）

する一連の財産法の大改正を成立させた。そこでの土地所有市U改革の1つは，

財産法（PropertyLaw）の単純化・近代化であり，その２としては，士地移
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転の自由化の根本改革がなされた。これによって，封建的因襲は打破され，

多くの専門的改革が実施された。すなわち，一時的または永久的に財産を処

分する可能性を含む管理権と財産の収益を享受する権利より成る収益権およ

び権限を守る機能との２面の区分である。かくて古い多種多様の所有形態は，

いわゆる土地所有権である現存の占有を伴う絶対単純不動産権(freesimple

absoluteinpossession）と，古い賃借権（leasehold）に相当する絶対定期不

動産権（termofyearsabsolute）の２つの不動産（legalestate）に整序され
（４）

ることになった。このことから，イギリスの所有権概念|土，所有権を使用権

能と支配権能の２つの機能を区分して理解し，それぞれに適合した法律規制

を認めたものとみることができる。従って，イギリス土地所有権観念の考察

には，系譜的に追求する必要がある。本稿では，このような問題認識のもと

に戦後の1947年都市農村計画法から現代に至る都市関係法を中心に，イギリ

スにおける士地所有権制限に焦点を合わせ，その変貌を検討していきたいと

考える。

註

(1)AVDicey,LecturesontheRelationbetweenLawandPublicOpinioninEngland

duringtheNineteenthcentury(1905).ｐｐ,１９～20,ｐ､４３８．

（２）ＬＧ・RiddalLIntroductiontoLandLaw(fifthEdition)(Butterwrthl993).ｐｐ､7－

２０．

（３）１９２５年財産法諸法（１９２６．１．１施行）として，LawofPropertyAct，

AdministrationEstatesAct，SettledLandAct，SupremeCourtofJudicatureAct，

UniversitiesandCollegeEstatesActなどの制定法である。

（４）LawofPropertyActl925.Ｓ205.(1).都市農村計画法・土地公有化法等に

おいても，土地所有権（ownershipofland）は，実質的には，不動産自由保有権

（freehold）や借地保有権（leashold）を意味するとしている（CommunityLand

Actl975.）Ｓ,6(1),FrederickCorefieldAGuidetotheCommunityLandActl976，

Ｐ､１５)。
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Ⅱ社会的土地所有権の形成

１戦後イギリスにおける土地改革

（１）土地公有化への展開戦後イギリスの土地公有化政策の展開時期を区

分すれば，次の４つに区分することができよう。第１期は，戦後の復興期で，

1947年法を中心とした1950年初めまでの時期である。第２期は，1960年代で，

1967年法，６８年法および1971年法を中心とした時期，第３期は，1975年以降

で，1975年法，７６年法を中心に展開した時期，第４期は，1980年代以降の

1980年法による民活推進化へ向った公有化後退時期である。

（a）戦後復興期戦前の「都市農村計画法」を基軸とした土地法の展開

の中て，体系的な土地政策が構想され，これに対応する土地の体系が整備さ

れた。その内容は，開発権の公有化政策を目的とした1947年都市農村計画法

を主軸に，公権力の介入を根拠とされる都市計画スキームないし開発計画に

法規制を持たせ，私的所有権の自由制限を段階的に進行させた。

（b）1960年代開発計画規制という形での公的介入や地域地区制設定に

基づく公権力の監督的機能がその限界に達したので，６７年法においては，土

地委員会を公的土地取得の専権的主体として認め，また開発利益の公共還元

のための税制を導入して，士地取引市場を介し私人間の土地取引が開発価値

含みで移転することを予定していた。６８年法では，基本計画と地方実施計画

という２層の「開発計画」システムが導入され，この手法は1971年法に引き

継がれていく。

（c）1975年以降従来のイギリスの士地立法にはみられなかった新しい

士地公有化手法の出現である。この75年土地公有化法では，公的機関に対し

て積極的な計画権限と，開発実施の強力な規制権限を付与したので，開発用

地を民間機関等の土地利用に供する場合は，開発前に当該用地を所管の地方

公共団体の所有に移してからでなければ，その用地での開発行為はできない

とするものである。このような強力な公権力の介入による士地公有化は，開

発計画許可制度における公的介入手法とは異なり，私的イニシアティブによ
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る開発を原則として否定するもので，一種の土地革命ということができる。

（d）1980年代以降1979年以来，サッチャー保守党政府のもとで民活推

進がなされ，都市計画的制限が経済の活性化を妨げるとして，都市計画・士

地法制の規制緩和（1975年士地公有化法および1976年土地開発税法の廃止

等）がなされ，土地公有化は大きく後退し現在に至っている。戦後1947年以

降の主な土地法制を一覧すれば表Ｉの通りである。

表Ｉイギリスにおける土地法制一覧（1945年以降）
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９４６】Ｉ皿Ⅱ二ｍⅢｕｕＩＨ【

9４６

L」

ユノ

〕uｂｌｉｃＯ

4８１ＡＥ Ｊ４Ｉ】皿

。□

<ｅｎｔＣｏｎｔｒｏｌ）Ａｃｔｌ９４ｇ

【
】

DｗｎＤｅｖｅｌｏＥ

DuntrvF

｢可

L｣

1，１

Dｕｓｉｎ２ＲｅＤａｉｒｓａｎｄＲＥ

。｡ｎＧＡ〆ｆｌｕ

兵【〕ｌＴｃ DｕｎｔｒｖＰ

」６０

JIM ９５１～1９６４〕ＩｏｆＤｅｖｅｌｏＤ

｣６【】【。ＩＬＩＩ１Ｉ】Ⅱ【

DｍＤｅｎｓａｔｉｏｎＡｃｔｌ９６

。乙ＩｌＣ

Ⅱ【】Ⅱ、

<ｌ１１ＰＲＩ９６|際
1９５１

1９６０ ■Ａ■

制定年代 法律名 政権担当政党

労働党

(1945～1951）



６

TownamdCountryPlanningActl963

LondonGovernmentActl963
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（２）土地公有化の手法戦後イギリスの士地公有化の手法は２つに大別で

きる。

（a）土地公有化の伝統的かつ主要な手法としての土地収用および積極的

土地利用・土地開発規制，さらには開発用地取得のための土地「公有化」の

手法である。一般的な土地収用（compulsorypurchaseofland）方法として

は機能的限界があるので，この土地収用の機能的拡大利用は，都市農村計画

法制の展開に伴って具体化し，土地公有化法による新しい公有化の手法の導

入に端的に現れている。

（b）土地公有化の直接的手法というより，間接的手法である開発利益の

公共還元の諸手法である。この手法は，都市農村計画法制の展開と密接な関

係にあり，士地の有効利用の調整手段および土地の公的取得の財源として土

地公有化の－手法としての側面を有している。以下，土地公有化の２つの手

法に焦点を絞って注目されるべき主要な法制の問題点について要約する。

21947年都市農村計画法の理念と骨子

（１）都市農村計画法の系譜近代的な意味での都市計画の基本法の最初の

ものとされるのは，「1909年住宅および都市計画等法」（HousingTownPlann‐

ingetcActl909)であり，その後，1932年法および1944年都市農村計画法

(TownandCountryPlanningActl944)を経て，４０年近くにわたり都市計画法

は次第に整備され，イギリスの成文法系の中でも重要な地位を占めてきた。

1945年７月の総選挙でWistonChurchillの率いる保守党に勝って政権を獲

IJlL蕊iLilr
保守党

(1979～1991）



８

得した労働党は，1947年農村計画法(TownandCountryPlanningActl947）

を制定した。同法は私有地の強制売買と土地の開発価値の国有化を認めた画

期的立法であるだけでなく，世界で最も進んだ総合的な近代都市計画法制度

の典型であって，現在のイギリスの土地利用計画の基礎は，この1947年法に
（２）

始まるとし､えよう。

（２）1947年法の土地公有化構想1947年法案(TownanadCountryPlannmg

Billl947)に関する白書では，この法律が「都市や農村の土地を直ちに国有

化しようとするあのてはなく，あらゆる士地とその利用に関して，政府の優

先権が強く，かつ決定的に主張されており，あらゆる私権は政府に従属させ

られる」とする。すなわち，「この法律が施行される日から，地主は政府の

許可なく，その財産の現在の使用状態を変更しまた他のいかなる使用目的

のためにも売却することはできない。若し，その士地の利用が許可された場

合でも，それによって土地価格が増加するならば，値上がり分の全部または

１部を取得するのは，所有者ではなく政府なのである。従って，使用料の形

で政府に徴収されることになる」と述べている。このような19747年法の基

本的枠組みは，すでに戦時中に活動していた３つの委員会の報告書，すなわ

ち開発価値の公共還元のために開発賦課金(developmentcharge)の制度を勧

告した「パーロー委員会報告」（BarlowReport)，都市農村計画法による土

地利用計画策定への公権力の介入や広く開発価値の公共還元の問題提起をし

た「アスワット委員会報告」（UthwattReport)，農村地域の整備と自然環境

の保全を扱った「スコット委員会報告」(ScottReport)によって出来上がっ

ていたといわれている。その中でも，アスワット報告が1947年法の直接の淵

源とされている。これらの報告に基づいて，1947年法においては，従来の消

極的な士地利用規制から積極的な土地利用・土地開発への大転換が行なわれ

た。同法は，土地国有化こそ実現するものではなかったが，現存の士地所有

制を全く否定することなく，開発権の一般的禁止（開発価値の国有化）とい
（４）（５）

う具体的提案を行なった。1947年法の骨子は次の女ﾛ<要約されよう。

（３）1947年法の骨子①地方計画庁による開発計画の作成については，地
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方自治体（地方計画庁）に，その地域の土地利用および開発をどう進めるか

という長期的かつ総合的な開発計画の作成を求める。②開発許可制度の創設

に関しては，土地の開発権が国に帰属することを前提として，建築（土地の

利用）を含めた土地の開発は，地方計画庁または中央政府の許可を得た場合

のみできることとした。③地方計画庁に対する士地の強制売買権の付与につ

いては，開発区域の必要な土地を地方自治体（地方計画庁）に強制取得でき

る権限を与え，開発用地を国に帰属し得ることとした。④土地価格の規制措

置については，私有地の売買価格を「現状における使用価値」に押さえたこ

とである。⑤開発課徴金制度の創設・開発利益の100％を徴収する開発負担

金制度が設けられたことである。すべての開発権が国に帰属し，私人が土地

の開発を行なおうとするときは，国に開発課徴金(Developmentcharge)を払

って，国家から開発許可の独占価格を買わなければならなかった。要するに，

この開発課徴金は法律が確立した２つの土地財産価格の差額である。これら

の価格の１つは，それが永久にその現状に止まることを余儀なくされたと仮

定した場合におけるその士地財産の仮定的売価である。他の１つは，若し，

それが問題になっている開発許可の利益を得たならば，その土地財産が値す
（６）

るであろう価格である。

（４）1947年法の実積同法では，士地収用権が地方計画庁に付与され，か

つ士地に存するすべての開発権は国に帰属させられた。しかし，同法施行後

は，土地が取引される場合，土地は自由市場において形成される価格によっ

て，以前と同じように売買されたが，支払われる価格は２つの構成部分に分

割されることになった。その１つは，その士地の既存の利用状態における価

格（現存利用価値）と等価の売り主の受け取り部分であり，他の１つは，そ

の土地の有利な利用のための潜在的価値の価格として徴収する国の受け取り

部分である。買主は，1947年法による規制措置がとられる以前に，その土地

に対し支払われた価格以上の金額を支払うことはないことになる。しかし，

実際問題として土地増価分をはじき出すことは技術的には困難な点が多い。

そこで，開発課徴金100％吸収の制度に柔軟性を持たせるため，例外を認め
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る規定が多く存していた。特に開発規制と開発価値の国有化に対する変則的

な保証措置は，逆に規制を解除されたり，その見込みのある土地の私的開発

価値を増大するという結果を招いた。しかし，1951年保守党に政権が交代し
（７）

たので開発課徴金制度|土1953年法によって廃止された。

31954年法～1959年法
（８）

1954年法と59年法において1947年法は根本的な改正力:なされた。すなわち，

1954年法施行によって，土地の開発価値は，土地所有者に戻されたので，土

地所有者は士地売却において現存利用価値のみならず，開発の利益を得る権

利も持った。その結果，土地取得についての補償に２つの方法が存在した。

１つは，私的契約による土地売買で，売主は，士地の流通市場価格(current

marketvalue)を要求でき，一方，収用権の下での公共団体への土地売却にお

いては，土地取得当局は，現存する利用価値プラス1947年の開発価値以上の

ものを支払うことができなかった。やがて，この２つの補償法の下で支払わ

れる価値の間に相違が次第に大きくなり，その結果，時の保守党政権は，士

地の取得の際に支払われる補償についての二重法を終わらせることを決め，

1959年法の制定となった。

1959年の要旨は，①土地収用における私有地の買収価格を市場価値補償と

した。②士地の取得・使用・処分に関する地方公共団体に対する大臣の統制

を大幅に緩めた。③都市計画の提示により侵害される所有者・占有者の土地

の権利を地方公共団体が義務として買い上げることを規定した。④1947年法

の下でなされた命令ならびに1954年法から1959年法の下で大臣の下した決

定・指令に対し，不満のある場合は，法廷で争う機会をさらに与える，とい

うものであった。

そのため開発資金にすぐ行きづまり，開発は立往生し，その結果，この改

正法を契機として地価は高騰した。保守党の土地に対する自由主義的政策の

完全な敗北といえよう。
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41967年土地委員会法

（１）土地委員会法の概要1947年法により設けられた開発負担金制度の廃

止（1953年法）および民間の土地売買の制限の解除（1954年法)，さらには

二重価格の廃除（1959年法）と次第に土地取引の自由化が保守党政権下で進

められてきたが，その反面では地価の高騰が激しくなったため，これが政治

問題化した。そこで，1964年10月の総選挙で政権をとった労働党政府は，

1967年アスワット委員会報告(UthwattReport)を基礎として国または地域全

体の見地から土地を合理的・能率的に利用するために，公的主体が必要な土

地を必要なときに取得できる土地委員会法(LandCommissionActl967)を制
（９）

定した。

土地委員会(LandCommission)は,４７年法における中央土地庁(CentralLand

Board)と異なり，住宅・地方行政大臣とスコットランド担当大臣によって

任命された９人の委員によって構成され，「重要な開発のため適当と認める

一切の土地｣(Landsuitablematerialdevelopment)を任意買収，強制買収のい

ずれかの方法によって取得できる広範な権限を持つものである（61条１項．

２項)。また，委員会は土地取得を迅速かつ容易にするため強制収用命令を

得て，土地の一般的帰属宣言(generalvestingdeclaration)方式によって，譲

渡または補償の手続きを待たず，当該土地を開発のために処分することしで

きる。さらに，取得した土地を自ら開発または管理する権限を持ち（16条１

項)，公益上適当と判断される場合は，他の機関へその土地を市場価格で処

分できる（16条２項)。土地委員会がその所有地を住宅用に譲渡する場合に

は，その土地の将来の開発価値を国（土地委員会）に帰属させる留保条件

(Crownholddisposition)を附することができる（17条)。この開発価値の保

留規定（国王保有約款）は登記され，当該権利者，その承継人，借家人，さ

らには地方公共団体をも拘束するもので（19条)，新たな士地所有権制限立

方といえる'１つのである。

（２）土地増価課徴金(bettermentlevy）土地委員会は，公共事業等による
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開発行為によって生じた開発利益(developmentvalue)に対し，士地増価課徴

金(bettermentlevy)を40％（逐次45％～50％まで引き上げ得る）課すること
（10）

ができる（28条１項)。この課徴金は，1947年法による開発課徴金と'よ次の

２点で大きな違いを持つ。その１つは，賦課率は1947年法のように高率

(100％）ではない。その２はこの課徴金は，原則として土地売却代金を取得

した売主が負担するという点である。すなわち開発利益は，理論的には開発

許可が得られたとき，または得られると予想されたときに潜在的には発生す

るが，実際に課徴金が課せられるのは，土地所有者が土地を売却したり，自
（11）

ら「相当程度の開発」(materialdeveropment)（99条）を行なうこと|こよって

開発利益が実現したときに課せられるもので，開発前の価値(currentvalue）

に対して課すものではない（27条)。

士地増価課徴金が課せられる開発利益は，土地の譲渡価格(marketvalue）

から現実の開発が開始されたときの利用方法に基づく基準価格(basevalue）

および士地改良費・付帯必要経費を差引いたものである。この場合の譲渡価

格は実際の売買価格であり，認定時価格ではない。ここにいう基準価格は地

価の最低価格であるが，その最低価格は市場価格となる。この最高価格と最

低価格の開きが土地の開発価値となる。そこで，土地委員会で，基準価格と

いう場合は次の２つを意味する。その１つは，土地の現存の利用状態での価

格（より有利な開発見込み価格を含まない価格に10％を加算した価格）（２９

条３項，付属細則第4.1～４部，第６）であり，その２は，開発用地を売却

した者が取得した土地の価格（29条３項，付属細則第５）である。このよう

な課徴金は，士地委員会が所管する土地取得管理基金に繰り入れられ（２

条)，政府融資450万ポンドと共に士地取得管理費および処分に必要な財源と

なる。これによって公的機関の士地に関する負担の軽減が期待された。

（３）士地委員会の解体土地増価課徴金は，土地委員会法施行日（1967年

４月６日）以降においても，地方公共団体および特定の公的機関が行なった

士地の売買，賃貸借，土地の開発（57条)，慈善団体が買い入れた土地がそ

の団体の恒久的基本財産の１部となる場合，その他（59条～63条）８つの対
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象に対して除外した。また土地委員会は，都市農村計画行政の一貫した主体

に置かれてきた公共団体の要請に十分に対応できる体制でなかったことや，

土地増価税が土地の売買時のみならず，実際の開発が始まった時点での値上

がり利益にも課税されたことなどから，土地委員会が当初目指した構想は殆
（12）

ど進展を〆Aなかった。

さらに，1970年６月の総選挙で保守党が労働党に変わり政権をとったため，

土地委員会は1971年４月をもって廃止されるに至った。しかし，士地の開

発価値は自由に任せられていたわけではなく，その後の土地課税は財政法

(FinanceActl965,Ｓ２０〈3>）によって課せられていたキャピタル・ゲイン

税(CapitalGainsTax・賦課率は原則として30％）が開発課徴金に代わったの

である。土地委員会法は廃止法とはいえ，イギリスにおける土地公有化の試
（13）

みとして評価すべき土地所有権帝l限の強ｲﾋ策であると考える。

51968年都市農村計画法の基本路線と内容

（１）1964年１０月の総選挙で政権をとった労働党政府の下で，都市農村計画

法は1947年の立法の骨子に戻った。これより先，労働党は1963年９月士地政

策について基本路線を発表している。その綱領によれば，①士地買収，国有

化のため「土地委員会」を設置すること，②買収される土地は，その用途が

変更されようとする未開地，建物の再建築など民間企業が再開発しようとし

ている士地・道路・住宅・病院等の建設目的に各種公共団体の取得する士地

に限られる。③買収価格は従前の使用価値で支払い，営業の停止に伴う損失
（14）

は補償する，とし、うものである。

（２）1968年法では，新たに次のような土地公有化の手法が強化された。ま

ず，これまでの単一の開発計画による弊害を改めるため，２段階計画シス

テムとして再編し，その１つは上位計画である「ストラクチャー・プラン」

(StructurePlan)で，主務大臣（スコットランド担当大臣および住宅・地方

行政大臣）と関係地方計画庁が関与する（１条～５条)。その２は，ストラ

クチャー・プランの枠の下で，地方計画庁によって作成される「ローカル．
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プラン」(LocalPlan)である（６条～９条)。この新しい仕組みの導入によっ

て中央政府から地方政府へと計画決定に関する権限が委譲されることになっ

た。

（３）開発許可制度の許可の主体が地方計画庁（県，特別市）となった。

また，これまでの収用対象地の指定制が廃止され，一般的に地方公共団体に

収用権を認め（28条)，公共建設・公共事業大臣にも公共的役務に必要な士
（15）

地に対する強市U取得権を認めるなど（29条)，新たな開発計画に適合させた
（16）

収用の仕組６２Aが設けられた。この場合，大臣または公共団体は，強制収用命

令(CompulsoryPurchaseOrder)を得たときは，士地委員会法(LandCommission

Actl967）によって，土地委員会に与えられた一般権利帰属宣言(general

vestingdeclaration)によって，これらの土地を直ちに取得することができる。

61971年法の構造とその修正

（１）1971年法の構造1968年法が実施された後，都市農村計画法は，再び

あまりにも複雑になった。このため，土地農村計画法制の一般法，新しい統

一法として1971年都市農村計画法が制定され，1972年４月より実施されるよ

うになった。同法（295節と附則26より成る）は，1962年法・’968年法その

他，都市計画と関連する多くの法(LondonGovernmentActl963,Controlof

OfficeandlndustrialDevelopmentActl965，IndustrialDevelopmentActl966，

CivicAmenitiesActl967,etc)を内包，今日的なものに統合したものであ

る。

1971年法では，土地公有化の主要な手法として土地収用が重要な地位に置

かれ，ここでの土地収用は，いわば連続した終点のない総合的開発計画に必

要な範囲で迅速な土地収用，先行取得などを可能にした手法が整えられたと

いえる。同法の特色は，①土地利用・開発規制および公共的開発の主体とし

て地方自治体を重視し，総合的な開発計画の下に計画策定の団体を上位団体

(県）として，環境大臣の証人を得て実施される基本計画(structureplan)と，

これに適合するよう下位団体（市町村）が策定する地方計画(localplan)に
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大別され，基本計画に事業地域の指定がなされると地方計画策定が義務づけ

られる（11条)。同法は，地方自治体に広範な士地収用権を付与している。

すなわち，当該自治体の地域内に存する総ての土地に対して，開発・再開発

などに必要とされる場合，環境大臣から土地収用権を与えられる（112条１

項)。環境大臣は公共用(publicService)として必要なときは，いかなる士地
（17）

をも収用できる権限をもつ（同法113条１項)。

（２）1972年（修正）法1971年法に統合法が成立すると，議会は，その

直後より同法の修正に着手し，1972年都市農村計画（修正）法(Townand

CountryPlanning〈Amendment〉Actl972)が，同年７月に発効した。同法の

主な修正箇所は，①ストラクチュー・プランとローカル・プランの作成に関

して，②事務所開発の規制について，③保有地区の破壊に対する規制につい

て，④保存建物の通告のサービス等についててある。

これらの改正のうち最も重要な個所は，ストラクチャー・プランとローカ

ル・プラン作成に関するもので，計画における公共関与の重要な制限である。

すなわち，1968年法では開発計画その他の計画目的のため，土地の強制取得

に関して地方計画庁に対し広い権限を与えており，これらの条項は1971年法

(ＶＬＳ・'12-133)に統合されたが，政府はこれらの条項は権限が大きすぎ現
（18）

実的でなし､として，一定の制限を設けて調整した。
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Ⅲ土地公有化への新たな改革

ｌ土地所有権の全面的制限

（１）土地公有化法(CommunityLandActl975)の成立1974年９月，イギ

リス政府は，労働党がかねてからの公約であった土地改革について新たな政

策を盛り込んだ「土地白書」（Cmnd5730)を議会に提出すると共に，これ

を公表した。これは土地所有権の社会化を推進する士地所有権制限立法さら

には土地の公有化を目的とした戦後３回目の試みということになる。その内

容は，土地政策の目的が，（a)土地開発の計画制度について，地方公共団体・

地域社会(Community)が，その必要性と優先Ⅱ頂位に従って，積極的にコント

ロールすること，（b)社会公共の努力によって創設された開発利益を地方公共

団体に還元すること，以上の２つを宣言し，これを実現する方策として，①

地方公共団体による開発に必要な開発用地(DeveropmentLand)の全面的公

有化と，②この制度の全面的実現までの経過措置として地方公共団体による

開発用地取得の推進および公共用地の取得価格の引下げと，開発利益の徴収
（１）

を目的とする土地開発税(DevelopmentLandTax)の倉Ⅲ設を提案した。

この土地白書の提案のうち，開発用地の公有化に関する部分は，1975年３

月「土地公有化法案｣(CommunityLandTax)として一般に公表されると共に，

同年５月より議会の審議に付され，その過程で若干の修正はあったが，同年

11月CommunityLandActl975（Chapter77）として交付され，1976年４月６

日より発効した。

本法は，本則６章58条，附則11条から成り，開発用地の公有化のほか，遊

休事務所買上げ措置に関しても規定している。なお，この法律と密接不可分

一体の関係にある土地開発税に関する部分については別個の立方措置がなさ

れた，その概要は1975年８月「士地開発税白書」(Cmnd6195)の附属文書

(appendix）として発表され，その法案(DevelopmentLandTaxBill）は，

1976年２月公表され，その後，議会の審議を経て同年７月土地開発税法
（２）

(DevelopmentLandTaxActl976）として公布，施行された。
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（２）1975年士地公有化法の新手法同法は，士地所有者が，これまでの自

己の所有地に対して，より多額の利益を取得するため，認められていた私的

イニシアティブによる土地の自由処分の限度を著しく制限する新しい措置

(公共団体が必要とする開発用地を「収用命令」によって安く買うことがで

きる措置）で，従来の士地立法にはみられなかったものである。すなわち，

同法は，地方自治体に対し，積極的な計画権限と開発用地の強力な取得権限

を付与し，地方計画庁(localplanningauthority)が開発した士地を自治体自

身が保有しながら，民間にリースまたは譲渡することを認めたもので，いわ

ば開発権限の公共化ともいうべき性質のものである。そこで，開発用地を民

間機関等の土地利用に供する主要な関係は，その対象開発用地を１時的にそ

の所管の地方公共団体の所有においてからでなければ，いかなる開発行為も

できないのである。このような公権力の介入による士地の公有化は，これま

でのイギリスの土地政策立方にはみられなかった１種の土地革命ともいうこ

とができる。しかし，この「土地公有化」は土地に対する私権の成立を否定

するものではなく，かえってそれを前提とするものである。

21975年土地公有化法の骨子
（１）

（１）土地公有化計画の段I皆的実施土地公有化法の内容について述べると，

｢士地公有化法」は，住宅問題，地価問題を解消するために，公共団体が必

要とする士地を計画的に，一時的に公有に移していくものであるが，このよ

うな手続は直ちにはとれないので，当初は開発計画許可制度と併存させるこ

ととした。この法律の実施は，形式的には２段階，実質的には３段階に分け

て，最終目標の完全な土地の公有化を目指したものである。

①第１段階は，「第１指定Ｈ」（Firstappointedday)で，国務大臣（環

境大臣）の命令によって指定され，この指定日以降は，公共団体は開発のた

め適切と認める士地の任意買収により，または特に国務大臣の許可ある場合

には，強制買収によって取得することができる（15条(1))。各公共機関には，

本法に規定する開発用地の公的所有化(publicOwnerschip)の義務や，開発用
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地処分届出地域の指定等に関する規定の効力が発生する（15.16条、19～２４

条)。すなわち，この第１指定日以降，公的機関は，開発のために適切であ

ると認められる土地の「取得計画」実施の必要上，民間における士地移動を

捕捉し，かつ，ある土地が開発用地であるか否かの検討にあたり，開発用地

公有化の望ましさに留意しなければならない（17条(1)(2))。

②第２段階は，「適切期日」（relevantdate)で，第１指定日以降，特定

の公共団体，または１部の地域において，環境大臣の命令によって個別的

に国の立場から必要とされる開発用地の包括的取得が義務付けられる開発

(designatedrelevantdevelopment)が実施に移される期日を意味する（７条

(1)・１８条(6)・２１条・附則２第１章)。しかし第２指定日までは，公共団体に

対する士地売渡は，事実上，私人間の土地売買と同じく，いわゆる市場価格

(開発価値含み）で行なわれることになる。そこで，この間の開発利益の吸

収を補足するのが土地開発税法である。

③第３段階は，第２指定日（Secondappointedday)で，各公共団体が全

国的に開発用地取得計画を立てた段階で，環境大臣の「第２指定日」の命令

があると同法が全面的に適用される。その結果，地方公共団体は計画的な取

得対象地にふくめられた開発用地を包括的に一時的に取得することを義務付

けられる。この場合，公有化に移すべき土地の取得に関する補償基準は，市

場価格から開発利益を除いた，いわゆる現存利用価値(currentusevalue)に

移行する（25条)。従って，第１指定日以降，第２指定日前の経過期間では，

現行の市場価格（開発用地税を支払わない価格）を基礎とする補償額となる

が，第２指定日以降のすべての土地の強制取得における補償算定は，計画許

可を認めない場合の価格になる（25条(1)(b).(2)(a))。

（２）開発用地の取得と保有①1971年法の実施面における行政主体

は，イングランドおよびスコットランドにおいては，地方公共団体(Local

Authority)(県議会・市町村議会・ロンドン特別市議会・ロンドン市議会・大

ロンドン議会)，もしくは新都市開発公社(NewTownAuthority)が担当する。

この他に，イングランドの場合は，高原公園地帯計画委員会(PeakParkJoint
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PlanningBoard)および湖沼地区特別計画委員会(LakeDistrictSpecialPlfnning

Board)が担当する（１条(1)(aXb))。

ウエールズ地方については，新たに設けられるウエールズ土地庁(Land

AlthorityforWales）もしくは，新都市開発公社がこれに当たる（１条(1)(c))。

この場合の中央所管省は，環境省である（本法において国務大臣とあるのは

環境大臣をいうのである)。

②地方公共団体等の実施期間は，第１指定日以降，開発に適当であると

考える一切の対象用地（開発用地）を契約によって（任意に)，または大臣

の承認を得て強制的に取得する機能を有する（15条(1)(a)(b)，(2)）（非指定適

正開発)。

③地方公共団体の一般的義務としては，開発用地の公的所有化と開発・

改良の促進および当該地域の妥当な開発計画の確立に努めるべき義務を負う

(17条(1)(2))。この場合，環境大臣は政令によって，地方公共団体に対して，

その地域の全部または１部について，開発行為の態様を示して（かかる開発

行為を「指定適正開発」という），それに必要な土地に関する一切の権利を

取得すべき包括的取得義務を命ずることができる（18条(1)～(4))。

31976年士地開発税法の内容

イギリスにおける土地関係の開発利益は，1967年士地委員会の場合を別と

すれば，歳入法(FinanceAct)による土地譲渡所得として課税してきた。し

かし，1976年法による士地開発税は，土地の開発または処分によって実現し

た開発価値(developmentvalue)に関して，地域社会の努力によって生じた士

地価格の増加については，これを地域社会に還元するという考え方に基づい

て，その行為者または処分者に対して課税しようとするもので，1974年歳入
（４）

法による開発下り益課税（資産譲渡課税＝CapitalGainTax)を，この土地開発

税にとって代わらせようとするもので，この課税の性格は，所得税または法
（５）

人税の範嬬に属さない特EII税であるといえる。同法は，公的機関が士地所有

者から指定日以降は，土地開発税法抜きの正味価格で土地取得を可能にする
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ことによって，「士地転がし」の利益を封じるところに基本的な狙いがある。

すなわち，土地公有化法が全面的に施行される第２指定日までの経過期間に

おいては，地方公共団体は公有地取得の拡大に努め，それまでの民間の私的

な土地取引で生ずる開発価値について土地開発税を課税するもので，地方公

共団体等が行なう公共用地の取得の場合には，課税なしに，ほぼ税引き価格

による取得が可能であるので，開発用地の公有化の促進に役立つものと期待

されたものである。土地開発税法(DevelopmentLandTaxActl976)の主要
（６）

点'よ次の通りである。

（'）課税対象と税率指定日以降において，土地の処分によって「実現され

た開発利益｣(realeizeddevelopmentvalue)に対し80％課税される（１条１項

～３項)。この土地処分には，（a)相当程度の開発行為(materialdevelopment)，

(b)自由保有地の処分，（c)士地に関する他の権利処分（賃借権の設定）を含み，

相当程度の開発行為に関する事業に着手した場合には，着手前に市場価値で

処分したものと看倣される（２条１．２項)。

（２）開発価値の算定方法課税対象となる「実現された開発価値」は，土

地の処分による純利益で，基準価値(relevaltbasevalue)を超えた超過分

(処分価格または市場価値より基準価値も減じたもの）を意味する（４条１

項)。①基準価値の算定については，次の３つのうち最も高額のものをとる

(５条)。（a)土地の取得費用プラス，その後の増加要因（改良行為に対する支

出費用，取得日以降の現存利用価値の増加分など）の合計(BaseＡ)。（b)現

在利用価値プラス，改良行為に対する支出費用の合計額の110％(BaseＢ)(c）

土地の取得費用プラス，改良行為に対する支出費用の合計額の１１０％(BaseＣ）

②市場価値(marketvalue）とは，公開市場(openmarket)で売却されたとき

に合理的に得られる対価とされる（７条１項)。③現在利用価値(currentuse

value)とは，その土地の現在の利用状態における市場価格で，他の目的のた

めに開発されるかも知れないという期待による増加価値を含まないものであ

る（７条２項）（戦後イギリスにおける士地開発利益の公有化の法制を比較，

表示すれば表Ⅱのごとくなる)。
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表Ⅱイギリスにおける士

1947年法 1967年法

土
地
公
有
化
（
国
有
化
）

基本目的

機能

適用除外

土地の開発権の国有化（開発計

画可制度の全国的適用）

計画規制（計画許可制）と開発

価値の国有化

'｣､規模開発農業および林業

開発・再開発用地の公有化

公的主体が必要な土地を必要な

ときに取得できる制度

一戸連住宅・特定の建設業者.

地方公共団体・慈善業

公
有
化
の
手
法

士地収用の

構造

開発利益の

処理

中央土地委員会に私有地の収用

権を付与

私人による開発には，開発許

可があったとき ， 開発課徴金

(developmentcharge)100％を中

央政府を中央政府へ支払わせ

る ０

土地委員会は，「重要な開発の

ため適当と認める一切の士地」

を任意または強制取得できる。

実現した開発利益に対し，土地

増価課徴金(developmentvalue）

を課す（課徴金の賦課率40～5０

％）
補
償
の
原
則

補償価格

士地取得管

基金

現存利用価値による補償

開発価値の損失補償に対する基

金』6300ｍ（３億ポンド）

市場価格による補償

政府融資450万ポント
Ｐ

取得用地の処分

土地開発権が国に帰属すること

を前提とした地方自治体による

士地利用

当該土地を自ら開発または他の

機関に処分できる

政権担当政党 党働党 労働党
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地・開発利益公有化の法制

1975年法．1976年法 1980年法

開発用地の全面的公有化

士地開発税による開発利益の徴収

私的開発優先のための公的土地取得（公

的機関の保有地の放出）1975年法の廃

止，但しウェールズ士地庁は存続

私的イニシアテ イ プによる土地の自由処

分の制限（公共団体の必要とする開発

用地を「収用命令」によって公有化でき

る）

私的開発のため土地収用権を拡大・強化

(1975年法と本質的違い）

小規模開発，慈善事業，農業，林業，週

用除外例

地方公共団体に計画権限と開発実施権限

を付与（開発計画許可制度と併存）

私的開発のため民間に譲渡する場合で

も

る

,

。

地方公共団体は広い収用権を有す

80％の土地開発税（最初の15,000ポント

の利益は66号%）

◇

第２指定日以降，すべての開発利益に対

して課せられる。

土地開発税の課税率の修正→1979年７月

11日以降の土地処分に対して60％の税率

現在利用価値（第２指定日以降の現在利

用価値）

1961年士地補償法の市場価格の原則を修

正（６～９条ｅｔｃ）

第２指定日以降の開発価値の損失補償に対

しては，それぞれの場合に｣850,000にｕｐ

原則として公共団体が開発する，但し元

の所有者に開発させる場合と民間業者に

開発させる場合がある。このような開発

がなされた上で，環境大臣の許可を得て

土地処分が行なわれる。

環境大臣は民間開発のため公有地の民間

への譲渡可能

労働党 保守党
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（３）士地開発税の問題点士地開発税の創設に当たっては，その実施上

の摩擦をできるだけ少なくするため，種々の課税技術上の配慮がなさ

れているが，その１つに課税の減免などの適用除外措置が幅広く認めら

れている。しかし，適用除外例として(a)自家所有者と共に，宅地開発業者

への配慮から棚卸財産に対する適用除外が設けられた点（14条２項(b)，１６

条１項）は，本法制定の趣旨および労働党政府の士地公有化の基本姿勢か

らいって，妥当性を欠くといえる。（b)開発価値に対して一率に税率80％を

賦課する点は，1967年法の土地増価課徴金40％に比し，非常に高率となっ

ており問題が存する。（c)その他この1976年法が土地公有化法と交錯する場

合の具体的（例，地方公共団体が公共用地を取得するとき，売主が支払う

べき士地開発税の控除方法など）が不明確なままである点などの問題点を

有した。

註

（１）ＬａｎｄＣｍｎｄ､5730.ｂｙＨＭ.Ｓ､０.Septl974)ｐｐｌ－ｌ２．

（２）DevelopmentLandTaxActl976（c､２４）(ｂｙＨＭＳ.Ｏ),DevelopmentLand

Tax,Ｃｍｎｄ,６１９５(Augustl975)(by,ＨＭ.Ｓ､Ｏ),DavidGoy,DevelopmentLandTax

（1976)ｐｐ・’-49,62-73,87.

（３）大澤正男土地所有権制限の理論と展開219頁～239頁。

（４）歳入法(FinanceActl974)第３童士地譲渡利得(Capitagainsfromland),第１

節土地の開発利益(developmentgainsfromland)における規定(FinanceActl974

（ＨＭ.Ｓ,Ｏ)ｐｐ､30-41,DavidMLawrance＆VictorMore,ＣＯmpulsoryPurchase

andCompensatio、（1972).ｐ､１５８．

（５）この税の創設によって1974年歳入法第３章で定められた士地の開発利益に対

する所得税，法人税（1970年法Ｄ付属細則ケースⅦに基づく）の課税措置は，新

税法の定める指定日以降は適用されないことになる。

（６）DevelopmentLandTaxl976(c、２４）(byH､Ｍ・Ｓ.Ｏ）ｐｐ、１－１９２，FCorfield・A

GuldetotheCommunityLandAct（1976),ｐｐｌ７１－ｌ８１．

（７）この算定で，ＢａｓｅＡについては，取得価値に対して「白書」公表後，１９７７

年５月１日までの取得に対して，最高40％（毎年10％）の特別加算によって実際

との補正を行なうものとしている(DevelopmentLandTaxAct,Ｓ､６，Ｆ・Corfield

op・Cit.,ｐ､174)。
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